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広報文化外交（パブリック・ディプロマシー）

●広報文化外交（パブリック・ディプロマシー）
民間とも連携し、外国国民・世論にも働きかける

●伝統的な外交
外国政府への働きかけ・交渉

広報文化外交とは？

なぜパブリック・ディプロマシーが重要になったのか？

実態のみならず、イメージの重要性が劇的に向上。
ハードパワーのみならず、ソフトパワーの必要性の増大。

民間企業や地方自治体、ＮＧＯなど市民社会との間の協力・協働が
可能になり、政府以外のアクターも国際秩序形成にとって重要な存在に。

相互に補完

世界における日本のプレゼンスを高めるためには，好意的な対日感情・世論の醸成
に加え，知日派の育成や，日本の歴史・文化・政策等に関する理解の促進が必要
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●国際交流基金の海外拠点：２１カ国・２２ヶ所のみ

世宗学堂財団（韓国）：海外拠点は、4４カ国・地域に90ヶ所（2013年7月時点）。2013年末までに５１カ国・地域、117ヶ所まで拡大予定。

孔子学院（中国）：海外拠点は、117カ国に1,079ヶ所（2013年9月時点）。受講生は50万人に及ぶ。2015年までに海外拠点1,500ヶ所、
受講生150万人、教師5万人に拡大、2020年までに全世界の配置完了を目指す。

●日本の広報文化センター：２１カ国・２５ヶ所のみ
韓国文化院の拡充（24ヶ所を2017年までに48ヶ所まで）
中国文化センター （9ヶ所を今後増加させる予定）

広報文化外交の取組を強化する必要性の増大



在外公館文化事業
２０４公館２３事務所

国際交流基金事業
海外拠点２１カ国２２カ所

高い専門性と国内外
のネットワークを基に

企画・立案・実施

日本のイメージ向上
国際相互理解の増進

補完・連携

国の代表機関・司令塔
として企画・立案・実施

外交上の機会を捉え
機動的に対応可能

小規模×多数

訴求対象は外交戦略の見地
から柔軟に絞り込み可能

長期的視点からの
事業展開

大規模×数は限定的

広く一般大衆が対象

文化芸術交流事業における在外公館と国際交流基金の役割

現地リソースを活用 本邦・拠点から派遣
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Plan
(計画）

Check
(評価）

Act
（フォローアップ）

外交目標 現地ニーズ

在外公館文化事業のＰＤＣＡサイクル

グッドプラクティス

事業実施報告書

（事業毎）

定期活動報告書

（年度毎）

●外交目標・現地ニーズを踏まえ，広報文化交流事業方針，事業年度計画を策定。

●個別の事業実施後、アンケートや報道振りなどの第三者評価を踏まえた「事業実施報
告書」，１年の事業をとりまとめた「広報文化交流活動定期報告書」を提出。

●グッドプラクティスや反省点を整理し次年度方針・計画へ反映。

反省点

政策評価

参加者アンケート

報道ぶり

実施関係者コメント

年度計画
評価結果の活用

次年度方針・

計画への反映

Do
(実施）

本省で実施

各公館で実施

広報文化交流事業方針

案件の審査・採択

各事業毎に
必要経費を精査

第三者評価
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案件形成指導



次
年
度
方
針
策
定

①

次
年
度
事
業
の
ス
キ
ー
ム
や
ア
ン
ケ
ー

ト
の
デ
ー
タ
収
集
方
法
等
の
見
直
し

事
業
実
施
計
画
策
定

事
業
実
施

②

評
価
の
た
め
の
実
績
デ
ー
タ
収
集
、

デ
ー
タ
を
踏
ま
え
た
自
己
評
価
の
実
施

③

自
己
評
価
に
対
す
る
外
部
専
門
家
評
価

④

自
己
評
価
と
外
部
専
門
家
評
価
を
活
用

し
、
前
年
度
業
務
実
績
告
書
を
作
成
・
公

開 ⑤

外
務
省
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
に

よ
る
評
価

前年度業績評価を踏
まえ、当該期中期計
画のもと、次年度の
重点方針（地域・国
別方針等）を決定

事業対象者・機関に対す
るアンケート、参加人数、
報道件数等のデータを収
集、定性的情報を組合わ
せて自己評価を実施

業績報告を用い、
有識者が、前年度
事業を評価項目・
指標に即して評価

自己評価につい
て、各分野の知
見をもつ外部専
門家に評価を依
頼

⑥

政
策
評
価
・
独
立
行
政
法
人
評
価
委
員

会
に
よ
る
二
次
評
価

独立行政法人評
価委員会の評価
の妥当性を第三
者委員会が
チェック

改 善

･･･自己点検のため自主的に行っている評価関連業務。内容は法定評価でも活用。

･･･独法通則法に則り行っている評価関連業務。評価で使用する業績報告書、評価結果は外部公開。

外部専門
家評価も
活用して
作成

国際交流基金文化芸術交流事業のＰＤＣＡサイクル
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